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第 1 号議案 

平成２７年度事業報告書 

公益財団法人栃木県ひとり親家庭福祉連合会 

 

事業概要 

  近年、離婚等により母子家庭等が増加する傾向の中、また、社会情勢もめまぐるし

く変化する状況の中で、母子家庭の母、寡婦及び父子家庭の父（以下「ひとり親家庭」

という。）の自立促進を図りながら、その児童の健全な成長を確保することが重要な課

題となっている。 

このような中、国及び県においては「自立支援」に主眼を置いた総合的な支援施策

を実施しているところであるが、当連合会では、自立・就業支援の中心施策である「母

子家庭等就業・自立支援センター（以下「センター」という。）」事業を栃木県及び宇

都宮市から受託し、ひとり親家庭への自立支援事業として、就業相談、就業等支援講

習会の開催、就業情報の提供等々安定的な就業と自立を目指す就業支援サービス事業

を推進するとともに、ひとり親家庭が抱える様々な課題等に対応するため、関係機関

等との連携・協力を図りながら、ひとり親家庭の自立支援となる自主事業を実施し、

ひとり親家庭の福祉の向上を目指す公益財団法人としての責務の遂行に努めた。 

また、法人事業として、市や町の母子寡婦福祉団体（以下「市町団体」という。）の

活動支援事業を行うなど組織の育成・充実強化に取り組むとともに、自主財源の確保

事業や広報活動の充実に努め、計画した事業を積極的に遂行した。 

 

Ⅰ 事業推進に当たっての基本的事項 

１ 管理運営の適正化 

防災・防犯等施設の安全管理と環境への配慮に努めるとともに、経費の節減に努

めるなど効率的な予算執行を図った。 

２ 利用者サービス向上 

 利用者からのモニタリング調査を随時行い、その結果を基に自己評価をする等利

用者へのサービス向上に努めた。 

３ 文書の管理及び個人情報等の適正化 

受託業務等の遂行に当たり、作成し、又は取得した文書・情報等の管理・保存及

び個人情報の保護並びに情報公開の取扱いについては、法令等の定めるところによ

りこれを遵守し適正に行った。 

 

Ⅱ ひとり親家庭の自立支援のための事業 

１ 母子家庭等就業・自立支援センター事業（栃木県・宇都宮市受託事業） 

(1) 就業支援事業 

ア 就業及び生活相談 
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就業や子育てをはじめとする日常生活における様々な不安・悩みについて、 

就業から生活まで一貫した相談を実施した。 

【就業相談実績】 

 

区  分 

相談者数 延相談 

件数Ｂ 

紹介状発

行件数 

採用者

数 Ｃ 

就職率 
Ｃ／Ａ ％ 

求人開拓事

業所  Ａ 

 

栃 木 県 

 

   ８９ 

 

 １０５ 

 

   ５ 

 

  １６ 

 

１８．０ 

 

 

  １３１ 

 

求人数 

 ２４３人 

 

宇都宮市 

 

４９ 

 

５４ 

 

   ７ 

 

 ４ 

 

８．２ 

   

 計 

 

１３８ 

 

１５９ 

 

   １２ 

 

２０ 

 

１４．５ 

 

【養育費専門相談実績】 

 

 

区  分 

 

 

相談者数 

相 談 内 容 別 延  べ  件 数    
 

離婚・親権 

養育費の 

取り決め 

方法 

 

面接交渉 

支払いの 

履行 

強制執行 

 

合 計 

 

栃 木 県 

 

  １４ 

 

 ９ 

 

１０ 

 

 ０ 

 

  ０ 

 

１９ 

 

宇都宮市 

 

 １３ 

 

   ７ 

 

８ 

 

 ２ 

 

  １ 

 

１８ 

 

  計 

 

  ２７ 

 

１６ 

 

 １８ 

 

  ２ 

 

  １ 

 

３７ 

 

【生活相談実績】 

 

 

区  分 

 

 

相談者数 

相 談 内 容 別 延  べ  件 数 
 

前夫関係 

 

経済問題 

仕事上の

トラブル 

 

子どもの問題 

 

 

その他 
 

合 計 

 

栃 木 県 

 

  ５９ 

 

 １ 

 

６ 

 

 ２ 

 

  ２ 

 

４８ 

 

  ５９ 

 

宇都宮市 

 

 ４３ 

 

   ２ 

 

３ 

 

 １ 

 

  ６ 

 

３１ 

 

 ４３ 

 

  計 

 

 １０２ 

 

 ３ 

 

  ９ 

 

  ３ 

 

  ８ 

 

７９ 

 

 １０２ 

 

イ 巡回相談の実施 

①  巡回相談の実施 

 県内全域の就業ニーズに対応するため、県健康福祉センター（６地区）及び 

市福祉事務所（１３市）単位に、県健康福祉センター及び市福祉事務所の母子 

自立支援員と連携を図りながら就業相談・生活相談を行った。 

・県健康福祉センター １地区（県東） 

相談者   ２名（託児０名） 

 

     ・市福祉事務所 ６市（栃木市、鹿沼市、小山市、真岡市、矢板市、那須烏山市） 

       相談者数 １２名（託児０名） 
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②  自立支援プログラムの策定（センター扱い） 

・策定希望者  ０名 

(2) 就業促進活動 

無料職業紹介事業所として、求人票の登録、職業紹介及びあっせんを実施した。

また、母子家庭の母や寡婦の就業に理解のある企業の求人開拓に取り組み、母 

子家庭の母や寡婦の就業促進を図った。 

【無料職業紹介事業】 

 求 人 関 係 求 職 関 係 就 職 関 係 

 

区 分 

有効 

求人数 

常用 

求人数 

臨時求

人延数 

日雇求

人延数 

有効求

職者数 

新規求職 

申込件数 

常用就

職件数 

臨時就 

職件延数 

 
 

 計 

 

  ８６ 

 

２１４ 

  人日 

1,714 

 人日 

 ０ 
 

１２３ 

  

  ７８ 

 

 １８ 

  人日 

１５２ 

(3) 相談関係者の活動支援 

ア 就業及び生活相談事例検討会 

ひとり親家庭の相談に対応する母子・父子自立支援員等を対象に、相談業務に関

する対応力向上のための効果的な研修を行い、地域における相談機能の充実強化を

図った。 

① 開催日  平成２７年５月２１日(木) 

② 開催場所 とちぎ男女共同参画センター 

③ 開催内容  

・講義 株式会社 打つ手は無限  鈴木  稔 氏 

「人生が大きく変わるアドラー心理入門」 

     ・事例検討及び意見交換 

④ 参加者  県健康福祉センター及び市福祉事務所の母子自立支援員等 

２３名  

イ 養育費相談支援研修会の実施 

養育費や離婚に関する相談業務に携わる者（母子自立支援員等）の育成、養育費

制度等の啓発のための研修を実施した。 

① 実施時期 平成２７年９月１０日（木）    

② 実施場所 とちぎ男女共同参画センター 

③ 開催内容  

・講義 弁護士 横山 幸子 氏 

「養育費と面会交流の現状と問題点について」 

・ワークショップ 

④ 参加者  県健康福祉センター及び市福祉事務所の母子自立支援員等 

３２名  
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(4) 就業支援講習会等事業 

ア 介護員養成研修(介護職員初任者課程)の実施 

母子家庭の母及び寡婦を対象に、円滑な就業準備や転職を支援するため、就業 

に結びつく可能性の高い資格取得のための就業支援講習会として実施した。 

① 日程及び会場 

・県央会場 

平成２７年５月２４日～平成２７年１２月２０日の土・日曜日（24 日間） 

とちぎ男女共同参画センター及びＴＢＣ福祉教育センター 

・県南会場 

平成２７年５月１７日～平成２７年１２月１３日の土・日曜日（24 日間）  

栃木市保健福祉センター及び佐野短期大学 

② 受講状況 

会  場  別 応募者数Ａ 倍率 A/定員 受講者数 B 修了者数Ｃ 修了率Ｃ／Ｂ 

 

 

県  央 

 

栃 木 県 

 

１６ 

 

０．８０ 

 

  １４ 

 

１２ 

 

８５．７ 

 

宇 都 宮 市 

 

１０ 

  

０．６７ 

  

６ 

   

５ 

 

８３．３ 

 

県  南 

 

栃 木 県 

  

 １６ 

  

０．４６ 

   

１５ 

    

  １２ 

 

８０．０ 

       

計 

 

４２ 

 

０．６０ 

  

３５ 

 

２９ 

 

８２．９ 

     ※定員 県央 栃木県：20 名 宇都宮市：15 名  県南：35 名 

③ 託児サービス（児童・乳幼児数） 

     ・県央会場   ６人 

     ・県南会場  １０人 

イ 医療事務講習会の実施 

母子家庭の母及び寡婦を対象に、円滑な就業準備や転職を支援するため、就業    

に結びつく可能性の高い資格取得のための就業支援講習会として実施した。 

① 日程及び会場 

・日程 平成２７年８月８日～平成２８年１月９日の土曜日（13 日間） 

・会場 とちぎ男女共同参画センター 

② 受講状況（合格者は平成２８年３月試験時までのもの） 

区 分 
応募者 

Ａ 

倍率 

A／定員(25) 

受講者 

Ｂ 

修了者 

Ｃ 

 

受験者 
認定試験 

合 格 者 

学科又は

実    技 

合 格 者 

 

就職者 

 

人員等 

 

２４ 

 

０．９６ 

  

２０ 

 

１９ 

 

１５ 

 

  ３ 

 

   ４ 

 

  ０ 

    ③ 託児サービス（児童・乳幼児数）  ８人 
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ウ パソコン技術指導の実施 

相談者のニーズに合わせたパソコンの技術指導（センター相談員がマンツーマン

で指導、予約制。）を行った。 

① 個別方式 

・受講者  

初級講座：29 名（会場：（公財）栃木県ひとり親家庭福祉連合会） 

・受講内容：Ｗｏｒｄ，Ｅｘｃｅｌの基礎講座 

・講習時間：10 日間・15 時間 

    ② 集合方式 

・受講者 

 初級講座：26 名（栃木会場 8 名 大田原会場 8 名 那須塩原会場 10 名） 

中級講座：16 名（栃木会場 6 名 大田原会場 5 名 那須塩原会場 5 名） 

     ・受講内容 

初級講座：Ｗｏｒｄ，Ｅｘｃｅｌの基礎講座 

中級講座：Ｗｏｒｄ，Ｅｘｃｅｌの基礎講座受講者のスキルアップ講座 

     ・講習時間 

初級講座：8 日間・16 時間 

中級講座：8 日間・16 時間 

     ・託児サービス：児童 2 名 

 エ ひとり親家庭サポーターのつどいの開催 

県内の子どもの貧困の状況と上手なコミュニケーションの方法などをテーマと

した講演会を開催し、ひとり親家庭の自立支援を広く県民に呼びかけるとともに、

母子寡婦福祉団体の将来を担うリーダーの育成を図った。 

① 開催日  平成２７年１１月１日(日) 

② 開催場所 とちぎ男女共同参画センター・パルティ 

③ 実施内容  

 ・講 演  「堂々と間違えろ！胸を張って傷つけ！」 

        ～二度とない人生を輝いて生き抜け！～ 

・講 師  株式会社 打つ手は無限 代表取締役社長 鈴木  稔 氏 

④ 参加者 １５２名 

    ⑤ 託児サービス（児童・乳幼児数） 

      １５人 

  (5) 就業情報提供事業 

公共職業安定所や栃木県社会福祉協議会福祉人材・研修センター等から提供を受

けた求人情報や企業訪問等の求人開拓によって得た求人情報などを母子家庭の母

等に提供することにより求職活動を支援した。 
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ア 就業情報の提供 

     【事業実績】 

 

区  分 

 

登録者数 
就業情報 

提供件数  

栃 木 県   ７４   １７２ 

宇都宮市  ３９    ５５ 

  計  １１３   ２２７ 

イ インターネットの活用 

インターネットによるハローワーク求人情報や求人紙等により求人情報を収 

集し、情報の提供を行った。 

ウ ホームページの充実 

ホームページを充実することにより、センター事業情報等を積極的に提供した。 

(6) 普及啓発等事業 

ア 普及啓発用パンフレット等の発行 

センターが実施する様々な事業の情報を提供し、センター事業の利用促進を図る

ため、センター事業の紹介パンフレットや募集パンフレットを作成した。これらを

来場者に配布するとともに関係機関や団体に配布を依頼し、広く県民に広報した。  

  (7) 地域生活支援事業 

ア 専門家による就業等専門相談事業の実施 

法律や企業経営等の専門的かつ複雑な問題について、弁護士や経営コンサルタン

トの適切な指導・助言を得て、ひとり親家庭の自立支援を図った。 

【事業実績】 

 

 

区 分 

法   律   相   談   件   数   起業 

相談 

件数 

 

相談者数 

    相 談 内 容 別 延 べ 件 数 
離婚前 

の問題 

養育費 

関 係 

経済的 

相   談 
DV 関係 その他 合 計 

栃 木 県 ２８ ２２ ９ ０ ６ ６ ４３ ０ 

宇都宮市 １５ ６ ５ ０ ３ ９ ２３ ０ 

計 ４３ ２８ １４ ０ ９ １５ ６６ ０ 

① 法律相談～弁護士による定期的な相談(毎月２回、原則第２・４水曜日) 

② 起業相談～中小企業診断協会栃木県支部会員による経営診断等(随時受付) 

      

２ ひとり親家庭等日常生活支援事業 

(1) ひとり親家庭等日常生活支援事業（栃木県受託事業） 

ひとり親家庭が一時的に生活援助や保育サービスが必要な場合又は生活環境

の激変等により日常生活への支援が必要な場合に、家庭生活支援員を派遣する事

業を次のとおり実施した。 
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【事業実績】 

利用者 対象者数 
派遣延べ 
日  数 

サービス区分 

生活援助 子育て支援 

母子家庭 １３  ４３   ３２    １１ 

寡婦    ３   １７  １７     ０ 

父子家庭    ０    ０    ０     ０ 

合  計   １６   ６０   ４９    １１ 
    ＊派遣延べ件数は、月ごとの支援員派遣件数の合計である。 

  (2) 家庭生活支援員養成研修の実施（栃木県・宇都宮市受託事業） 

支援事業の円滑な推進に寄与しひとり親家庭の福祉の向上及び自立を支援するため、

本事業に携わる家庭生活支援員を養成した。 

ア 実施期日   

・土曜日コース 平成２８年１月１６日から２月１３日（５日間、２７時間） 

・日曜日コース 平成２８年１月１７日から２月７日（ 同上 ） 

イ 受講者数  受講者数 ４６名（うち修了証授与４０名） 

   【市町別修了者数】 

市 町 名 修了者数 市 町 名 修了者数 市 町 名 修了者数 

宇都宮市  １７名 真岡市   １名 壬 生 町   ３名 

足 利 市   ２名 矢板市   １名 市 貝 町 １名 

栃 木 市   ２名 那須烏山市   ２名   

佐 野 市    １名 さくら市   ５名   

鹿 沼 市    １名 下 野 市     ４名  計 ４０名 

 

 ３ 無料職業紹介事業（再掲） 

無料職業紹介事業所として、求人票の登録、職業紹介及びあっせんを実施した。また、

母子家庭の母や寡婦の就業に理解のある企業の求人開拓に取り組み、母子家庭の母や

寡婦の就業促進を図った。 

【無料職業紹介事業】 

 求 人 関 係 求 職 関 係 就 職 関 係 

 

区 分 

有 効 

求人数 

常 用 

求人数 

臨時求

人延数 

日雇求

人延数 

有効求

職者数 

新規求職 

申込件数 

常用就

職件数 

臨 時 就 

職件延数 

 

 計 

 

  ８６ 

 

２１４ 

  人日 

1,714 

 人日 

 ０ 
 

１２３ 

  

  ７８ 

 

 １８ 

  人日 

１５２   

 

 ４ 貸付事業 

  (1)  小口資金貸付事業 

     母子家庭の母及び寡婦を対象に、５万円を貸付限度に緊急を要する資金等の貸付

を行った。 

① 平成２７年度新規貸付   １３件 ６５０,０００円 
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② 平成２７年度償還    ２７件 ６７４,０００円 

              （完結件数  １３件） 

③ 償還指導        １２月に償還督促の手紙を発送した。 

  (2) ひとり家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 

     国の平成 27 年度補正予算において、「ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事

業」が創設され、当連合会を貸付事業の実施主体として適当と栃木県が認め、本年度

に当該事業に要する経費の補助を受け、平成 28 年度から実施することになった。 

 

５ ひとり親家庭生活支援事業 

親自身が生活の中で直面する諸問題の解決や子どもの生活・学習支援を図り、母子

家庭及び父子家庭並びに寡婦の地域での生活を総合的に支援した。 

(1) 生活支援講習会等事業 

 ア 実施市町団体 ３団体 

【事業実績】 

市 町 団 体 名 内 容 参加者数  

足利市母子寡婦福祉連合会 講 演   ６１名  

日光市ひとり親家庭福祉連合会 終 活   ５５名  

      〃 ネイル ２０名 

高根沢町母子寡婦福祉会 メイクアップ ７名 

合    計  １４３名  

(2) 学習支援ボランティア事業 

ア 実施市町団体  ２団体 

【事業実績】 

市 町 団 体 名 対象児童等数 学習日数 学習延べ人数 

日光市ひとり親家庭福祉連合会 ４人  ３日    ６人 

那須塩原市母子寡婦福祉連合会 ９人 ７６日 １９２人 

合    計 １３人 ７９日 １９８人 

 

 Ⅲ 市町団体の活動支援等事業 

  市町団体は、母子家庭の母等の総合的な福祉増進を図ることを目的に設立され、共に助

け合い励まし合って自立支援や地域社会での福祉の向上に寄与している。    

その責務を遂行するため会組織の一層の充実強化を図るとともに、市町団体がそれぞ 

れの地域で福祉の向上を図る活動を支援した。 

１ 指導者育成事業 

(1) ひとり親家庭福祉研修大会の開催 

県内の母子寡婦福祉関係者が一堂に集い、ひとり親家庭の抱える課題や必要な支援

策を研修するとともに、幅広い意見交換を行い、ひとり親家庭の福祉の向上の一助と 
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した。また、市町団体の組織強化と指導者の育成を図った。 

ア 開催日  平成２７年７月５日(日)～６日（月） 

イ 開催場所 日光市鬼怒川温泉滝  鬼怒川観光ホテル 

ウ 実施内容  

① 行政説明 

       県こども政策課副主幹  松川 麻里子 氏 

② 基調講演「フードバンク活動から見た女性の貧困」 

   講師：青木 秀子 氏 

③ 分科会 

第１分科会 「活かそう自立支援策、目指そう正規雇用」 

第２分科会 「母子と寡婦 未来につなぐ世代の輪」 

    ④ 市町母子寡婦福祉会事例発表 

    ⑤ 分科会発表・討議 

⑥ 参加者 １３４名 

(2) 関東地区母子寡婦福祉研修大会の共催 

  関東甲信越静の母子寡婦福祉団体と共に、会員や行政職員等を対象としたひとり親

家庭福祉の課題や支援策についての研修を行い、これによりひとり親家庭の福祉の向

上と会員等の資質の向上を図った。 

 ア 開催期日  平成２７年９月２７日（日） 

イ 開催場所  静岡県静岡市 

ウ 開催内容  厚労省行政説明、シンポジウウム、基調講演、大会決議 

エ 参加者   約５００人  （本県 会長他３０名） 

 

 ２ 団体育成事業 

市町団体の活動支援と組織の充実及び活性化を図るため、地域におけるひとり親家庭

の福祉の向上を目指した事業への助成を行った。 

(1) 研修会事業に対する助成(1 地域 1 万円以内)        ５団体 

市町等名 開  催  日 参加数   実   施   内   容 

栃 木 市 27.9.14  20  視察研修（群馬県庁等見学等、群馬県前橋市） 

日 光 市 27.10.30  18 視察研修（富岡製紙見学等、群馬県富岡市） 

真 岡 市 28.3.13   10 視察研修（施設見学、茨城県水戸市） 

那須烏山市 27.10.14 27 視察研修（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑふげん、那須烏山市） 

壬 生 町 27.10.19~20  19 視察研修（真岡木綿開館見学、真岡市） 

 



10 

 

(2) 母と子のつどい事業に対する助成(1 地区 1 万円以内)    ６団体 

市町等名 開 催 日 参加数   実   施   内   容 

栃 木 市 28.3.20   18 ゲーム、食事会 

佐 野 市 27.12.20  17 クリスマス会（ケーキ作り）  

日 光 市 27.12.23  11 ケーキ作り、バルーンアート 

真 岡 市 27.12.23 57 ケーキ作り 

那須烏山市 27.12.20 20 ケーキ作り  

那須町 27.12.20 24 ケーキ作り 

(3) 加入促進事業に対する助成(1 地域２万円以内)       ８団体 

市町等名 開 催 日 参加数   実   施   内   容 

栃 木 市 27.7.26  22 施設見学（真岡井頭温泉・1 万人プール） 

日 光 市 27.6.9 21  施設見学（大谷資料館） 

真 岡 市 27.11.8 63 ミニ運動会 

那須烏山市  27.11.23～24 21 施設見学等（南ケ丘牧場） 

壬 生 町 27.5.31 20 いちご狩り 

高根沢町 27.12.20 13 ケーキ作り、交流会 

那 須 町 27.7.8 25 施設見学（スパリゾートハワイアンズ） 

那珂川町 27.6.13 20 施設見学（足利フラワーパーク） 

(3) 新規加入者助成事業に対する助成             ６団体 

市町等名 母子家庭の母 寡  婦   会員数の増減と会員数 

足 利 市 １６ ２ 新規１８名、退会５２名 ２７９名 

栃 木 市   ６ ０ 新規６名、退会５名    ８６名 

佐 野 市   ６  ０ 新規６名、退会０名   １０８名  

日 光 市     ４  ０ 新規４名、退会０名    ９９名 

真 岡 市   １  ０ 新規１名、退会１名    ８１名 

那珂川町   １  ２ 新規３名、退会０名    ３６名 

(4) 地区連合体活性化事業に対する助成(１地区５万円以内)   ３地区 

  実 施 地 区 名      活        動        内        容 

那須塩原市・那須町地

区 

 

 

実施年月日  平成２７年１１月１３日 

場   所  ゆめプラザ・那須 

内   容  健康体操・脳トレ 

参加人数   ３５名 

那須烏山市・那珂川町

地区 

実施年月日  平成２８年２月２８日 

場   所  那珂川町 小川公民館 

内   容  ミニレクリエーション 

参加人数   ３７名 

高根沢町・さくら市地

区 

実施年月日  平成２８年２月２１日 

場   所  さくらスカイボール 

内   容  ボーリング大会 

参加人数   １２名 
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３ 団体交流等事業 

  (1) 親子ふれあい会の開催 

     日々、子育てや就労に忙しいひとり親家庭の親と子が楽しい企画で一日を触れ合う

ことにより心身のリフレッシュを図るとともに、他団体の母子家庭との交流を通して

相互理解や労苦を共有し親睦を深めた。 

    ア 開催日   平成２７年１０月３日(土) 

    イ 開催場所  横浜赤レンガ倉庫、横浜中華街等 

ウ 実施内容  施設等見学 

エ 参加人員  ２６３名（大人１１７名・こども１４６名） 

 

 ４ 普及啓発事業 

当法人の事業活動や地域における母子寡婦の支援団体である市町団体の事業広く県 

民に周知するため、下記の媒体を通して広報活動を行うとともに、関係機関及び団体と

協力して普及啓発に努めた。  

(1) 機関誌の発行 

ア 白梅     ４月及び１０月に発行した。（第１３３号及び第１３４号） 

   イ ぷちとまと  平成２８年２月に発行した。（第３号） 

  (2) パンフレットの発行 

  (3) ホームページの活用 

(4) 会長表彰 

    ひとり親家庭の自立支援活動の功績が顕著な者に対し、その功績をたたえ表彰し

た。 

  ア 受彰者 

母子家庭等支援功労者  ６名 

氏 名 市町名  備 考 

堀 内 ひで子  栃木市  

阿 部 八重子  栃木市  

須 藤 ヨ シ 小山市  

小 森 まさへ 真岡市  

潮 田 文 子 真岡市  

吉 野 カ ツ 壬生町  

    母子家庭等支援功労団体 １団体 

団  体  名  備 考 

那須塩原市母子寡婦福祉連合会   

   イ 表彰式 

第２１回栃木県民福祉のつどい（共催）において実施した。 

① 開催日   平成２７年８月２７日（木） 
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② 開催場所  宇都宮市文化会館大ホール 

③ 参加者数  １,２２９名 

④  その他 

・知事表彰（母子家庭等支援功労者）受賞者 ６名 

氏 名 市町名  備 考 

並 木 逸 子  高根沢町  

瀬 戸 洋 子 壬 生 町  

岡 田 和 子 芳 賀 町  

手 塚 ヨシ子 大田原市  

笠 木 靜 子 益 子 町  

五十部 キヨ子 足 利 市  

  

Ⅳ 自主財源の安定的確保事業 

 １ 収益事業の充実 

(1) 栃木県子ども総合科学館内売店(ミュージアムショップ) 

  事業部会において、５月のゴールデンウィークに景品当て三角くじ（＠３００

円）を実施し、売上の増加に努めた。平成２７年度は、対前年比で３．８％の増

となった。 

売上状況                         (単位：円) 

月 別      平 成 ２６ 年 度    平 成 ２７ 年 度 前 年 度 比  (%) 

４ １，０２５，５２１ １，４５２，７５２ １４１．７ 

５ ２，９６３，７５０ ３，１０４，６８６ １０４．８ 

６ ２，１４７，０１１ １，６２８，８１６ ７５．９ 

７ １，５６４，７２１ １，５４７，９４３ ９８．９ 

８ ３，６９１，７３０ ４，０１６，７７８ １０８．８ 

９ １，２８１，３３５ １，８９８，８６３ １４８．２ 

１０ ２，６０１，５８８ ２，５３４，０４５ ９７．４ 

１１ １，１４７，８２８ １，２９６，０２３ １１２．９ 

１２ ５０８，６４８ ７７２，９５４ １５２．０ 

１ ８２３，７９３ ８３３，１９８ １０１．１ 

２ ９６９，７８３ ７７４，９３２  ７９．９ 

３ １，６８５，９６０ １，３２９，３３９ ７８．８ 

合 計 ２０，４１１，６６８ ２１，１９０，３２９ １０３．８ 

(2) 物品等頒布事業の実施 

   ア 母子寡婦福祉手帳の頒布            ４４０冊 

イ 入場券の頒布 

① 歌舞伎鑑賞会（７月２８日）        １７５枚 

② 観劇（１０月１２日）           １１０枚 

ウ 年賀はがき頒布             ２，９５８枚 

エ フェスタ in パルティ（りんご、茎わかめ等物品販売） 

オ 各市町団体取組(ホリウチ他) 

 

Ⅴ 組織の充実事業 
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 １ 連合会組織の充実強化 

(1)  理事会及び評議員会等の開催 

開 催 日 等 出 席 者    主  な  議  事  内  容 

 

理

事

会 

 

5 月 14 日（木) 

 

7 名 

監事２名 

・平成 26 年度事業報告書（案）並びに同収入支出決算

書（案）について 

・役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程の一

部改正について 

・嘱託職員取扱要綱の一部改正について 

・評議員会の開催について 

10 月８日（木) 

 

  8 名 

監事 1 名 

 

・平成 27 年度市町母子寡婦福祉(連合)会会員数と会費

について 

・臨時評議員会の開催について 

・役員及び評議員候補者の選定方法及び日程について 

・平成 27 年度事業及び予算の執行状況について 

3 月 17 日(木) 

  

８名 

監事１名 

・ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業の実施

について 

・平成 27 年度収支補正予算（案）について 

・平成 28 年度事業計画（案）並びに同収入支出予算（案）

について 

・財政調整基金取扱規程の制定について 

・役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程の一

部改正について 

・表彰規程の一部改正修正について 

・給与細則の一部改正について 

・職員退職手当規程の一部改正について 

・嘱託職員報酬等細則の一部改正について 

・役員及び評議員候補者の選定方法について 

 

評

議

員

会 

6 月４日(木)  １４名 

理事６名 

監事１名 

・平成 26 年度事業報告（案）並びに同収入支出決算（案）

について 

・役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程の一

部改正について 

3 月 17 日(木)  ８名 

理事５名 

監事２名 

・平成 27 年度収支補正予算（案）について 

・平成 28 年度事業計画（案）並びに同収入支出予算（案）

について 

 

監

査 

5 月 14 日(木)   ２名 

 

・平成 26 年度事業及び同収支決算の監査 

(2) 会長会議及び母子部長会議等の開催 

ア 会長会議 ３回（６月、１０月、２月） 

開催日 出席者 主  な  議  事  内  容 

6 月 4 日(木) 20 名 ・栃木県ひとり親家庭福祉研修大会 

・医療事務研修 

・第 21 回栃木県民福祉のつどい 

・ひとり親家庭生活支援事業 

・親子ふれあい会 

・「県民の日」記念行事への参加 

10 月 8 日（木） 16 名 ・ひとり親家庭サポーターのつどい 

・フェスタ in パルティ 
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・家庭生活支援員養成研修の開催 

・市町母子寡婦福祉団体基本調査の結果 

・全国母子寡婦福祉研修大会の結果 

2 月 14 日(日) 19 名 ・平成 28 年度主な事業及び行事予定 

・平成 28 年度栃木県ひとり親家庭福祉研修大会の内容 

・平成 28 年度会費 

・平成 28 年度介護職員初任者研修の実施 

 

イ 会長及び母子部長合同会議 ３回（４月、８月、１月） 

開催日 出席者     主  な  議  事  内  容 

4 月 5 日(日) 26 名 ・平成 27 年度事務局執行体制及び行事予定 

・ひとり親家庭等日常生活支援事業 

・小口資金貸付事業 

・助成金 

・平成 27 年度新規事業 

・母子家庭等就業・自立支援センター事業 

・各部会の構成メンバー 

8 月 2 日(日) 28 名 ・母子学級 

・母子家庭サポーターのつどい 

・第 21 回栃木県民福祉のつどい及び表彰 

・全国母子寡婦福祉研修大会（兼関東地区大会） 

・平成 27 年度全国統一テーマ 

・フェスタ in パルティ 2015 

1 月 10 日(日) 26 名 ・平成 28 年度行事予定 

・課題への取組（フリートーキング） 

 

ウ 各部会（必要に応じ開催） 

開催日 出席者     主  な  議  事  内  容 

4 月 5 日(日) 

４部会 

26 名 ・各部会の課題及び担当事業についての検討 

6 月 21 日 

母子部会 

8 名 ・親子ふれあい会 

・ひとり親家庭サポーターのつどい開催の検討 

8 月 2 日(日) 

広報部会 

9 名 ・「白梅」（10 月号）の編集 

8 月 2 日(日) 

母子部会 

10 名 ・ひとり親家庭サポーターのつどい開催の検討 

・母子部会機関誌の発行検討 

9 月 13 日 

母子部会 

9 名 ・親子ふれあい会 

 

1 月 10 日(日) 

広報部会 

9 名 ・「白梅」（4 月号）の編集 

12 月 6 日（日） 

母子部会 

6 名 ・「ぷちとまと」の編集 

エ 執行役員会  

開催日 出席者     主  な  討  議  内  容 

12 月４日(金) ４名 ・今後の事業日程と予算の執行について 

・平成 28 年度事業及び行事予定表(案)について 

・人事ヒアリングの結果について 

・職員の給与について 
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(3) 指導者の育成 

ア 会長及び母子部長研修会の開催 

１月合同定例会時に、会員の増加策等の課題について協議・意見交換を行っ

た。 

イ 研修大会等への派遣 

① 全国母子寡婦福祉研修大会への参加 

・開催日等 平成２７年１１月７日（土）～８日（日） 大阪市 

・開催内容 厚労省行政説明、シンポジウム、基調講演、大会宣言・決議 

・派遣者数 会長他  ４名 

② 全国母子寡婦福祉指導者研修会 

・開催日等 平成２８年３月１３日（日） 東京都 

・研修内容 母子部の活動状況 

・派遣者数 １名 

 

２ 市町団体の組織の充実 

 (1)  市町団体会員数                            平成２７年９月１日現在 

市町等名 会 員 数 市町等名 会 員 数 市町等名 会 員 数 

足 利 市 ２７９ 矢 板 市 １０ 壬 生 町 ３８ 

栃 木 市 ８５ 那須塩原市 １００ 高 根 沢 町 ５３ 

佐 野 市 １０８ 那須烏山市 ５０ 那 須 町 ４６ 

鹿 沼 市 ５６ 下 野 市 ２０ 那 珂 川 町 ３６ 

日 光 市 ９５ 益 子 町 ５９   

小 山 市 １６３ 茂 木 町 １０   

真 岡 市 ８１ 市 貝 町 ２４   

大 田 原 市 ４８ 芳 賀 町 １４  合 計 １,３７５ 

   ＊対前年比 ６０名の減員 

(2) 総会(大会)に対する助成(1 地域 1 万円以内)       ７ 団体 

   市町団体の総会開催への助成を行った。 

市町等名 開 催 日 市町等名 開催日 市町等名 開 催 日 

栃 木 市 27.5.24 真 岡 市 27.5.17 那須烏山市 27.5.21 

佐 野 市 27.6.14 鹿 沼 市 27.5.25 壬  生  町 27.4.21 

日 光 市 27.5.19 

 

Ⅵ 関係機関との連携 

 １ 県及び宇都宮市 

   受託事業を適正に処理するとともに、県社会福祉協議会等と連携して社会福祉 

に関する要望書を提出した。 
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 (1) 要望ヒアリング 

   ア 栃木県          ９月 ２日（水）   県庁会議室 

   イ 宇都宮市         ９月２９日（火）    宇都宮市役所 

 

 ２ 県健康福祉センター及び各市町母子寡婦福祉主管課 

ひとり親家庭への支援事業の広報等を依頼するとともに、円滑な事業推進のため 

母子・父子自立支援員や民生・児童委員等との連携を図った。 

 

３ 関係保健福祉団体等 

(1) 団体役員等として参画 

・全国母子寡婦福祉団体協議会（評議員：永渕会長） 

・（社福）とちぎ健康福祉協会（評議員：永渕会長） 

・（社福）栃木県社会福祉協議会（評議員：高橋副会長） 

・栃木県女性団体連絡協議会（会計：栗橋副会長） 

・北方領土返還要求運動栃木県民会議（理事：齋藤副会長） 

・栃木県子ども・子育て審議会（委員：栗橋副会長） 

  (2)  会員登録 

（社福）栃木県社会福祉協議会、栃木県女性団体連絡協議会、栃木県青少年育

成県民会議、社会を明るくする運動栃木県推進委員会、ウィメンズハウスとち

ぎ、北方領土返還要求運動栃木県民会議 

(3) 関係保健福祉団体等が主催する諸事業への参加・協力 

  ア （社福）栃木県社会福祉協議会等加盟団体と栃木県民福祉のつどいの共催 

  イ 栃木県女性団体連絡協議会主催事業への参加・協力   

       ① グループ・団体活性化セミナー（９月２４日、１０月９日） 

② 講演会（１２月１１日） 

③ 各女性団体との連携ネットワーク懇談会（２月２７日） 

    ウ 北方領土返還要求運動栃木県民会議主催事業への参加・協力 

   エ とちぎ男女共同参画財団主催事業への参加・協力 

     ① フェスタ in パルティ（１１月２１日） 

オ （社福）栃木県共同募金会の共同募金活動への参加・協力 

カ 第６５回社会を明るくする運動栃木県推進委員会への参加 

  (4) 厚生労働大臣及び財務大臣への要望 

    関東地区母子寡婦福祉団体会長・理事長会として、「離別の寡婦等の税控除に

関する要望書」の署名活動を行い、厚生労働大臣及び財務大臣に署名名簿を提出 

   し要望を行った。 

   ①栃木県の署名活動の状況  厚生労働大臣 2,264 人 財務大臣 2,225 人 
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   ②関東地区母子寡婦団体総数    〃  18,142 人  〃   17,283 人 

   ③要望月日・応対者    平成 27 年 12 月 24 日 

                塩崎恭久厚生労働大臣 中西祐介財務大臣政務官 

  (5) 政党への予算化及び制度要望 

ア 要望ヒアリング 

    ① 自由民主党栃木県支部連合会  １２月１０日（木）ニューみくら 


